
 

 

会 員 規 程 

 

 公益社団法人石川県宅地建物取引業協会（以下、「本会」という。）定款及び宅地建物取引業法（以

下、「業法」という。）に基づき、本会への入会又は会員資格の承継申請及び変更の届出方法並びに

審査等に関する取扱いを定める。 

 

第１章 資格要件 

 

（入会者の資格） 

第１条 正会員の入会資格は、定款第 5 条（法人の構成員）第 1 項第 1 号に該当する者、並びに業

法第 3 条の免許申請中の者でなければならない。 

２ 第 1 項の入会資格を有し、かつ、既存正会員が複数社目として設立する場合で、次の要件

を満たす者 

   （１） 真に代表者が既存正会員と同一であると審査会で判断された者 

   （２） 本会が定める確認及び確約事項に同意し、確約書を提出した者 

３ 準会員の入会資格は、定款第 5 条（法人の構成員）第 1 項第 2 号に該当する者でなければ

ならない。 

４ 国土交通大臣免許業者が本支店を入れ替える場合は、新たに入会する事務所が支払うべき

入会金から、既に会員として納付した入会金を差し引いた額を納付する。 

  ただし、正会員から準会員へ変更する場合であっても、定款第 12 条に基づき既納した入会

金及び会費は返還しない。 

（会員資格承継者の資格） 

第２条 次の各号の一に該当する者は、会員資格を承継することができる。 

（１）個人会員が法人を設立し、その代表者となり、前者が宅地建物取引業を廃業する場合  

（２）個人会員の配偶者又は 3 親等以内の血族とその配偶者が営業を引継ぐ場合 

（３）法人会員の代表者が個人会員となり前者が宅地建物取引業を廃業する場合 

（４）法人会員が同一の代表者の別法人に営業譲渡する場合 

２ 会員の免許が失効（業法第 3 条第 2 項）し、新たに免許通知書の交付を受けた場合は、会

員資格承継者とみなす。 

ただし、商号、所在地、代表者、専任の取引士が従前免許と同一の場合に限る。 

（適用除外） 

第３条 定款第 5条第 1項第 3号に規定する賛助会員については、別に定める賛助会員規程による。 

 

 

第２章 変更の届出 

 

（変更の届出） 

第４条 会員は、業法第 7 条第 1 項第 1 号及び第 3 号の免許換えに該当する場合、又は、業法第 8

条第 2 項第 2 号から第 6 号までに掲げる事項について変更があった場合、その旨を会長に届

け出なければならない。 

（所属ブロックの変更） 

第５条 事務所移転により会員の所在地が変更する場合、その所属は移転先のブロックに変更する

ものとする。 

 



 

第３章 申請・届出手続 

 

 

（申請・届出の手続き） 

第６条 入会しようとする者又は会員資格を承継しようとする者は、別表１に掲げる書類を会長に

提出するものとする。 

２ 変更は、所定の変更届出書を会長に届け出るものとする。 

３ 前各項のほか、公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会（以下、「全宅保証」という。）

への入会申込又は変更に関する書類も同時に提出するものとする。  

（会員資格承継申請の期間） 

第７条 会員資格の承継は、次の期間内に申請しなければならない。この期間を経過したときは、

会員資格承継を申請することができない。 

（１）第 2 条第 1 項に基づく承継は、会員資格承継の事実が発生した日の翌日から起算して 6 ヵ

月以内 

（２）第 2 条第 2 項の場合は、従前免許の失効日の翌日から起算して 6 ヵ月以内 

（変更届の提出期間） 

第８条 第 4条の届出については、変更があった日の翌日から 2週間以内に届け出なければならない。 

 

 

第４章 資格審査 

 

（審査会の開催） 

第９条 会長は、第 6 条関係の書類を受理したときは、速やかに総務財政委員会に審査を付託する。 

２ 総務財政委員会は、会長より付託を受けた案件について審査会を開催するものとする。 

３ 総務財政委員会は、審査の結果を会長に報告するものとする。 

（審査会の権限） 

第10条 総務財政委員会が開催する審査会は次の権限を有する。 

（１）入会、会員資格承継、変更の内容を審査すること 

（２）入会、会員資格承継、変更の当事者に対し、審査会への出席を求め、必要事項を

聴取すること 

（３）準会員の入会、正会員の代表者及び従たる事務所の代表者変更を専決すること 

（４）審査に関して関係ブロックに協力を求めること 

 

（審 査） 

第11条 審査は、入会申込書、会員資格承継申請書、変更届等の関係書類の内容と聴取事項に基づ

いて審査し、次のいずれに該当するか判断する。 

（１）承 認  会員として適格であり入会・変更を認めてもよい者 

（２）否 認  会員として不適格であり入会・変更を認められない者 

（３）保 留  内容の掌握ができず、入会の可否を判定できない者 

（審査基準） 

第12条 入会、会員資格承継、変更の審査に当たっては、次の各号を考慮するものとする。  

（１）業法、定款及び施行細則等に照らして、適格者であるか否か 

（２）本会の目的に賛同し、会員としての資質を有するか否か 

（３）本会の運営に支障が起きるおそれがないか、既存の会員に迷惑を掛けるおそれがないか 

２ 次の各号に該当する者は入会、会員資格承継、変更を認めないものとする。  



 

（１）業法第 66 条第 8 号又は第 9 号に違反し、免許を取消された者で 5 年を経過しない者 

（２）業法第 68 条の 2 の処分を受け、5 年を経過しない者 

（３）過去に本会を除名されて、5 年を経過しない者 

（４）本会から除名処分を受けるおそれがあるため、処分前に退会し、5 年を経過しない者 

（５）会費未納のため会員資格を喪失した者で、5 年を経過しない者 

（６）反社会的と認められる団体（暴力団や過激な政治活動集団等）の構成員や関係者である

ことが明らかな者 

３ 次の各号に該当する者は入会、会員資格承継、変更を拒むことができる。  

（１）本人又は法人の役員並びに専任の取引士、従業者の中に、過去の業務に関し、違反若し

くは不正行為をした者が含まれている者 

（２）業務に関し取引の関係者に損害を与えた者、又は損害を与えるおそれのある者  

（３）業務に関し取引の公正を害する行為をした者、又は取引の公正を害するおそれのある者 

（４）業務に関し、他の法令に違反し、会員として不適当であると認められる者、又は不適格

な従業者を雇用している者 

（５）過去に全宅保証の弁済の対象となり、弁償の終わっていない者 

（６）反社会的と認められる団体（暴力団や過激な政治活動集団等）に関与しているおそれの

ある者 

（７）免許取得前に無免許営業等の違反行為があった者 

（８）業法第 31 条の 3 第 1 項の専任の取引士の専従が明確でない者 

（９）入会申請書、会員資格承継申請書、変更届等の関係書類に虚偽の事項を記載した者 

（手 続） 

第13条 会長は、総務財政委員会からの報告に基づき入会、承継、変更の適否について、常務理事

会の決議を経て、理事会に報告しなければならない。 

２ 会長又は常務理事会は、前項の決定を行うにあたって、疑義等不適格要素があるときは、

総務財政委員会に差し戻し、再調査をさせることができる。 

（勧 告） 

第14条 会長は、入会、承継、変更の承認を得られなかった者に対し、不適格要件の修正、差替え、

再申請を勧告することができる。 

２ 会長は、第 2 条に定める会員資格承継又は第 4 条に定める変更の場合で、前項の勧告を無

視する者に対し、退会を勧告することができる。 

（通 知） 

第15条 会長は、第 15 条の結果について、書面により当該申請者及び所属ブロック長に通知するも

のとする。 

 

 

第５章 入会金・承継料・変更料・会員証 

 

（入会金） 

第16条 本会の入会金は、施行細則第 1 条第 2 項に定める通りとする。 

（承継料） 

第17条 会員資格の承継を受ける場合は、別表 2 の承継料を納入しなければならない。 

（変更料） 

第18条 第 4条に定める変更の場合は、次の分類の通り、別表 3の変更料を納入しなければならない。 

（１）法人の代表者が配偶者又は 3 親等以内の血族とその配偶者に変更される場合 

（２）法人の代表者が、3 年以上当該法人の役員又は従業者として在籍していた者に変更され



 

る場合 

（３）第 1 号及び第 2 号以外の代表者変更の場合 

（４）業法第 7 条第 1 項第 1 号及び第 3 号の免許換えの場合 

（５）法人の組織換えの場合 

（会員証） 

第19条 正会員及び準会員に対し、本会の会員の証として会員証を交付する。 

  ２ 会員証の運用方法等については、理事会の定めるところによる。  

 

 

第６章 表彰及び処分 

 

（表 彰） 

第20条 本会の目的に照らし、特に功績があると認めれられる者に対して、理事会の定めるところ

により、表彰することができる。 

（処 分） 

第21条 定款に定めるもののほか、理事会の定めるところにより、理事会の承認を得て会員を処分

することができる。 

 

 

第７章 研 修 

 

（会員の受講義務） 

第22条 新たに入会または変更や承継等により就任した代表者、政令使用人及び専任の宅地建物取

引士は、不動産キャリアパーソンを受講し、資格登録を完了しなければならない。 

    ただし、変更や承継等により就任した際の代表者及び政令使用人が宅地建物取引士の有資

格者であれば、受講及び資格登録の義務を免除する。 

 

 

第８章 雑 則 

 

（守秘義務） 

第25条 常務理事会構成員及び総務財政委員会委員は、審査のため知り得た秘密を他に漏らしては

ならない。なお、審査関係書類は常務理事会構成員及び総務財政委員会委員以外の者に閲覧

させてはならない。職を辞した後も同様とする。 

（疑義の解明） 

第26条 この規程に定めのない事項及び疑義については、すべて理事会の解釈によるものとする。  

（規程の改廃） 

第27条 この規程は、理事会の決議によって改廃することができる。 

 

 

附 則 

 

１ この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106条第 1項に定める公益

法人の設立の登記の日から施行する。 



 

２ 平成 27 年 11 月 20 日一部改正、同日施行（第 2 条、第 3 条、第 14 条、第 24 条、別

表 3） 

３ 平成 31 年 3 月 26 日一部改正、平成 31 年 4 月 1 日施行（第 1 条、第 9 条、第 10 条、第 12

条、第 14 条、第 24 条） 

４ 平成 31 年 4 月 25 日一部改正、同日施行（第 1 条第 3 項新設） 

５ 令和 3 年 10 月 26 日一部改正、同日施行（第 1 条第 4 項新設） 

  ６ 令和 7 年 4 月 25 日一部改正、同日施行（第 22 条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

［別表１］ 

項 目 入 会 承 継 変更 免許換え 

提 出 書 類 
内     容 

個

人

会

員 

法

人

会

員 

従
た
る
事
務
所 

個

人

会

員 

法

人

会

員 

代

表

者 

個

人

会

員 

法

人

会

員 

①入会申込書（正会員） ○ ○       

  〃  （準会員）   ○      

②会員資格承継申請書    ○ ○ ○ ○ ○ 

③略歴書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

④商業登記簿謄本  ○ ○  ○ ○  ○ 

⑤戸籍謄本    ○     

⑥その他、総務財政委員会 
が必要と認めた書類 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

※ ④の従たる事務所の謄本は、登記されている場合のみ。 

 

［別表２］ 承継料（第 5 章第 19 条） 

条 項 承継料 備 考 

第 2 条第 1 項第 1 号 30,000 円 個人会員から法人会員に承継 

第 2 条第 1 項第 2 号 30,000 円 
個人会員から個人会員に承継（配偶者
又は 3 親等以内の血族とその配偶者） 

第 2 条第 1 項第 3 号 30,000 円 法人会員から個人会員に承継 

第 2 条第 1 項第 4 号 30,000 円 
法人会員から法人会員に承継 
（営業譲渡） 

第 2 条第 2 項 300,000 円 免許失効の場合の承継 

 

［別表３］ 変更料（第 5 章第 20 条） 

条 項 変更料 備 考 

第 18 条第 1 項第 1 号 30,000 円 
法人会員の代表者変更（配偶者又は 3
親等以内の血族とその配偶者） 

第 18 条第 1 項第 2 号 30,000 円 
法人会員の代表者変更（役員又は従業
員として 3 年以上勤務の者） 

第 18 条第 1 項第 3 号 50,000 円 法人会員の代表者変更（上記以外） 

第 18 条第 1 項第 4 号 30,000 円 免許換（ 知事⇔大臣 ） 

第 18 条第 1 項第 5 号 30,000 円 法人会員から法人会員 

※ ただし、第 20 条第 1 項第 1 号～第 3 号については、定款附則 4 の会員を除く。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 11 年 3 月 31 日まで（時限措置） 

 


